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Ⅰ はじめに 
 

 国立公園は、我が国を代表するすぐれた自然の風景地の保護と利用の増進を

図り、もって国民の保健、休養、教化に資することを目的とする制度です。昭

和６年に制定された国立公園法に基づき、昭和９年に第１号の国立公園が指定

され、昭和 24年には国立公園に準ずる地域として国定公園制度が創設されてい
ます。昭和 32年には、国立公園法を全面的に改訂し、自然公園法が制定されて
いますが、平成 19年は、この自然公園法制定からちょうど 50年目という節目
の年を迎えます。平成 19年３月現在、28国立公園、55国定公園が指定され、
年間約 6.4億人（平成 16年）の利用者を迎え入れています。 
 このように、国立・国定公園制度は、我が国の根幹をなす自然環境を保護す

ることにより国土の環境保全の要となるとともに、すぐれた自然ならではの自

然体験の場を提供することを通じ国民に心身の健やかさをもたらし、豊かな心

を育むなどの大きな役割を４分の３世紀にわたり担ってきました。さらに、そ

の美しい自然は、国の誇り、地域の誇りの源泉ともなり、国土の環境と、社会

文化の両面の、有形、無形の屋台骨として、社会の豊かさを支える不可欠な存

在となっています。また、「自然との共生を図り、美を追究する」我が国の伝統

は、国際的に注目を集めていますが、国立・国定公園の制度は、そのモデルと

して大いにアピールできるものです。今、国内外に発信すべき、我が国の目指

す姿として「環境立国」、「観光立国」が提唱されていますが、そのいずれにお

いても中核的役割を果たすべき国立・国定公園は、その期待に十分応える存在

でなくてはなりません。 
 
ところが、近年の急速な社会変化（例えば、情報通信技術の進歩による自然・

観光関係の情報流通量の増大等）の中で、国立・国定公園の情報量は相対的減

少傾向にあります。その結果、国立・国定公園の利用者もそこが公園だと認識

せずに観光客として訪れている場合なども多く見受けられます。また、都市化、

少子高齢化などにより、公園該当地域の各種マンパワーが減退する傾向も否め

ません。一方で、国立・国定公園は、生物多様性の確保など、今日的な新しい

役割も求められるようになってきました。 
 
本検討会は、以上のような国立・国定公園の現状や問題点を踏まえ、以下に

挙げる具体的課題に向けて将来を見据えながら、国立・国定公園の指定や管理

運営のあり方を幅広く検討し、提言することにより、その果たすべき役割に見

合うような、国内外に「存在感のある」国立・国定公園を目指すものです。 
 
我が国の国立・国定公園制度は、土地所有にかかわらず指定する「地域制自

然公園制度」を採用し、多くの関係者の協働による管理運営を行ってきました。

このような協働による管理運営を推進するためには、国立・国定公園が存在感

を持ち、求心力を有することが不可欠です。また、最近では、過疎化高齢化の
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進行などにより、地域社会の担い手が減少する一方で、環境保全に関わる民間

団体（NGO、NPO等）や企業が増加し、その活動内容も多様化するなど、制度
発足時とは社会状況が大きく変化しています。このような変化に対応した地域

制自然公園の管理運営のあるべき姿を明示することが必要になってきています。 
平成 14年３月に策定された新・生物多様性国家戦略の中では、国立・国定公
園は我が国の生物多様性保全の屋台骨と位置づけられ、平成 14年４月の自然公
園法改正では、国及び地方公共団体の責務として、生物多様性の保全が規定さ

れました。これにより、生物多様性保全の観点からの管理運営がなされてきて

いますが、国立・国定公園の指定にあたっては、生物多様性の観点をどのよう

に取り扱うかは明らかにされていません。 
 
当検討会では、国立・国定公園に期待される多様な機能・役割を将来に向け

て十全に発揮するための方法について検討を行いました。その結果を、国立・

国定公園の指定に関しては全国的視野にたってどのような考え方で指定してい

くべきなのか、また、既に指定されている地域については、地域制自然公園制

度という特徴を踏まえてどのように管理運営を行っていくべきなのかについて

提言を取りまとめました。 
この提言が、来年度以降行われる予定の「国立・国定公園総点検事業」や「広

範な関係者の参画による魅力的な国立公園づくり推進事業」を実施していく上

で活用されるのみならず、将来的な制度改正や国立・国定公園の再配置も視野

に入れて具体化されることを期待します。 
 
なお、本提言は、環境省に対するものであることから、本検討会では、環境

省がその事務に深く関わる事項を対象とすることとし、指定については国立公

園及び国定公園を、管理運営については国立公園を対象に検討を進めました。

国定公園の管理運営については今回取り上げていませんが、国立公園のそれに

準じて行われていくことが期待されます。 
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Ⅱ 国立・国定公園の現状 
 
 今後の国立・国定公園の指定や管理運営の方向性を検討する上で、歴史と現

状を踏まえる必要があります。指定と管理運営に分けて、それぞれの現状を整

理しました。 

 
１．国立・国定公園の指定の現状 
（１）指定の変遷 
国立・国定公園は、時代々々のニーズに応じた指定が行われてきました。各

時代の審議会等による議論及び指定の歴史を以下にまとめました。 
このような指定の流れは、時代と共にすぐれた自然の風景地としての風景評

価が変化、多様化してきたことを表しています（図１）。また、過去の指定の

経緯を振り返ると、まず指定についての地元要望を踏まえる形で、審議会がそ

の時代にあった選定の指針を策定した上で、候補地を検討し、さらに選定され

た複数の候補地を対象として指定の作業を進める方法がとられてきましたが、

ここ 30数年間はこのようなアプローチでの候補地選定はなされていません。 
 

① 戦前・戦中・終戦直後 
戦前は、大正年間に実施された候補地調査を引き継ぎ、原始性の高い山岳の

大風景地（大雪山国立公園、中部山岳国立公園等）と伝統的風景観に基づく名

勝地（雲仙国立公園（後に雲仙天草）、日光国立公園等）の双方が指定されま

した。昭和９年３月に雲仙、霧島（後に霧島屋久）、瀬戸内海の３国立公園を

皮切りに順次指定され、戦前に 12公園が指定されました。 
また、戦時中には国民精神の涵養、鍛錬、体力向上の観点から国土計画的視

点で自然風景地の適正な配置を行うため、人口稠密な地域に国立公園を配置す

ることが検討されていましたが、戦後直後、戦時中に検討されていた候補地に

ついてそのまま国立公園への指定が行われました。秩父多摩国立公園（後に秩

父多摩甲斐）、上信越高原国立公園等がそれに当たります。 
 

② 昭和 20～30年代 
昭和 20年代末には、新たな自然公園候補地の選定がなされ、同一の風景型
式中、代表する地区１箇所のみを国立公園とする厳選主義での取扱いや海岸の

風景を中心とする国立公園の選定について検討がなされ、昭和 30年代より順
次指定されました。この当時、将来的な国立公園数は 20箇所を想定していま
した。厳選主義により国立公園から漏れた地区は昭和 24年に制度化された国
定公園に指定されていましたが、その後、厳選主義は事実上緩和され、既に国

立公園になっている地域と同等の資質を有すると認められた地域が国立公園

に指定される場合も見られるようになりました。 
昭和 33～34年には、国定公園は主として利用の面を考慮した大都市周辺の
公園として選定する方針が示され、審議会で国定公園候補地が選定されました
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が、その後候補地外から国定公園の指定が諮問されたことを契機に論議となり、

自然公園体系全体についての諮問が行われることになり、昭和 43年の審議会
答申につながりました。 
昭和 36～37年には、地元からの指定要望地域等を中心に国立・国定公園の
候補地を検討しています。国立公園について１風景型式１公園の原則が曖昧に

なる一方で、景観評価において、地被や生物等をより尊重する傾向が生まれて

います。 
 

③ 昭和 40年代以降 
昭和 42年、指定要望のあった国定公園候補地について検討し、都市周辺の
レクリェーションエリアの確保が考慮されるようになりました。 
昭和 43年、審議会において、国立公園の新規指定は厳格に行い、国定公園
は①自然保護に重きをおき配置を考慮せず指定する公園と、②大都市周辺に位

置して利用性を重視して大都市からの配置に配慮する公園とに区分して候補

地を選定する方針が決められました。また、当時国際的に指定が推進されてい

た「海中公園」として、海域に特別保護地区等を設定する方針が示されていま

す。それを受けて、昭和 45年に海中公園地区制度が創設されました。 
昭和 46年、自然公園選定要領が改正され、評価対象の景観要素として地形、

地被、自然現象、文化景観に加えて、野生動物が追加されました。同時に、海

中公園地区制度創設を受け、海中動植物と海中地形を景観要素として評価する

ことを明示するとともに、国立・国定公園区域についての面積要件や一定の原

始的な景観核心地域を有すること等の要件が追加されています。これらは高ま

りつつあった自然保護への国民的要望に対応したものと考えられます。 
昭和 46年の選定要領の改正を受けて候補地が検討されて以降、今日まで体
系的な国立・国定公園候補地の選定は行われていませんが、その間、特異な自

然環境を有する早池峰や釧路湿原などが個別に指定されています。 
 
（２） 指定地域の現状 
国立・国定公園については、時代のニーズに応じて順次指定地域が拡大され

てきましたが、近年、国立・国定公園指定地域は増加しておらず、横ばい傾向

です。ただし、他の自然環境保全のための地域指定の制度と比べると、広大な

面積が指定されています。現在、陸域については、国立公園は約 207万 ha、
国定公園は約 134 万 ha が指定され、両方合わせて国土の約９％を占めます。
海域については、国立公園は 127万 ha、国定公園は 44万 haが指定され、両
方合わせて領海の約４％を占めます。ただし、陸域では指定面積の８割が特別

地域であるのに対し、海域では普通地域が大半を占め、海中公園地区の指定は

0.2％にとどまっています。（表１～５,図２） 
また、植生自然度別で見ると、地方ごとにばらつきはありますが、自然植生

を有する地域のうち約４分の１は国立・国定公園として指定されています。海

域では、サンゴ礁、藻場のそれぞれ４割強が指定されています。（図３～５） 
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なお、国立・国定公園の名称は、その地域を代表する１つの名称がつけられ

ているものから、地域を構成する地名が３つつけられているものまであり、統

一的なルールが明示されるには至っていません。また、ひとまとまりの公園も

あれば、タイプの異なる複数の地域が一つの公園として指定されている公園も

あります。 

 
２．国立公園の管理運営の現状 
（１）地域制自然公園制度の特徴 

地域制自然公園制度は、土地所有に関わらず区域を定めて指定し、公用制限

（保護の観点からの規制等）を課す制度であり、地域の基盤的共通的な土地資

源管理、地域管理運営を前提としながら、傑出した自然の風景地としての保護

と適正な利用の増進のための特別な管理運営を追加的に行う仕組みです。「地

域の基盤的な管理運営」は、地方公共団体による行政サービスや地域住民によ

る産業活動等によって支えられています。 
国立公園制度が発足した時点で想定された「管理」とは、計画の策定、規制

の実施、施設の整備が主であり、法律にもこれらの事項のみが中心に記載され

ており、「地域の基盤的な管理運営」との関係については明示されてきません

でした。しかし、実態としては、「地域の基盤的な管理運営」の一つとして行

われてきた観光振興や二次的自然の管理等は、公園の保全や利用の増進に寄与

し、逆に、「公園の管理運営」として行われてきた風景の保護や利用施設の整

備は、地域の環境保全や観光振興等に寄与してきたと考えられます。「地域の

基盤的な管理運営」と「公園の管理運営」は不可分の関係です。 
国立公園では、そのような関係を踏まえ、かつては、規制の実施は国と都道

府県が共同で行い、施設整備は国自ら又は都道府県等の地方公共団体が単独で、

若しくは国の補助を活用しながら主体的に実施してきました。しかし、近年の

地方分権や三位一体改革による補助金の廃止等により、地方公共団体の公園の

管理運営への関わり方が難しくなる傾向にあるようです。 
 
（２）国立公園の管理運営の現状 
① 利用者数の推移 
国立公園の利用者数は、平成４年以降減少傾向にあり、平成 16年の利用者

数は約３億 5000万人です。（図６） 
 
② 公園計画、管理計画、許認可の現状 
自然公園法に基づいて公園計画が作成されています。公園計画では、規制計

画と施設計画の必要最小限が記載されており、私権の制限及び施設の整備のた

めの根拠となっています。公園計画は、法律上は関係都道府県及び審議会の意

見を聴いて決定しますが、実際には、関係市町村の意見やパブリックコメント

として一般の意見も聴いています。概ね５年に１度見直すこととしています。 

また、地域の実情に合った管理を行うために、管理計画が作成されています。
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主として許認可の基準となる内容について記載されており、これらに基づいて

許認可業務が行われています。最近の管理計画では、展望地等の具体的な再生

計画が記載されている例もあります。管理計画は、全国で約 70の地域に分け
て作成されており、学識経験者、地元関係行政機関等が参加した検討会を開催

して作成しています。 
近年、行為許可件数は年間約 4,000～5,000 件、公園事業関係の処理件数は
年間約 800～900件で推移しています。一部の都道府県は、法定受託事務とし
て、一定規模以下の行為許可等を実施しています。（図７～８） 

 
③ 環境省が実施している②以外の各種事業の現状 
法定の事務の他にも、環境省は、公共事業として、利用施設の整備・管理、

自然再生事業等の保護事業の実施を行っている他、非公共事業として、グリー

ンワーカー事業、山岳環境等浄化・安全対策緊急事業（山岳トイレ）補助事業、

大型獣との共生推進事業、指定動物保護管理事業等を実施しています。 

 
④ 管理運営に関する予算・経費等の現状 
環境省の国立公園関連の非公共事業予算は増加傾向にあり、平成７年度から

平成 18 年度までの間に約３倍に増加しています。平成 18 年度予算は、約９
億 6,000万円です。（図９） 
一方、公共事業費（自然公園等事業）は、平成 12年をピークに減少傾向に
あります。なお、公共事業については、平成 16年の三位一体改革により、平
成 17年度より都道府県への国庫補助が廃止されました。これは、国立公園内
の整備の過半を都道府県への２分の１補助事業で進めていたのを改め、国は特

別保護地区などの重要地域での整備を担い、都道府県はそれ以外の地域を担う

ことと整理されたものです。国立公園の整備は全て国が行うこととなったので

はありませんが、一部の都道府県では国立公園の整備から撤退する傾向にあり

ます。平成 18年度予算は、約 91億円です。（図 10） 
また、自然保護官数は、年々増加していますが、全国で約 250名程度であり、
地域制の公園制度を採用している諸外国と比較しても十分な数とは言えませ

ん。このため、平成 16年より自然保護官補佐（アクティブレンジャー）を雇
用し（65名、約 2.5億円：平成 18年度）、巡視等を充実させています。（図 11） 

 
⑤ 他の行政機関の国立公園への関与の状況 
 環境省以外の国の行政機関によって、道路や河川の整備や管理、森林保全、

農林漁業に関する施策等が行われています。それらの施策は国立公園の管理運

営に密接に関わるものが多く、計画段階から環境省と協議を行っているものも

あります。 
 
⑥ 公園の存在する地方公共団体の現状 
地方公共団体は、前述のとおり、地域の基本的な行政サービスの中で、国立
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公園と関係の深い観光振興等により、国立公園の管理運営に寄与しています。 
国立公園を有する市町村は、185市 149町 49村（平成 18年 10月）です。

平成の大合併が進む前の平成４年１月には、125 市 310 町 106 村であり、町
と村の数はそれぞれ約半数まで減りました。合併により、市町村の財政力が上

がった例もありますが、それとともに、当該市町村の中での国立公園の面積や

関係住民の割合が減少し、市町村行政の中で占める国立公園の位置が低下して

いる例もあります。 
 
⑦ 公園管理に関わりの深い団体（公園管理団体等）や各種協議会の現状 
民間団体や市民の積極的な参加により地域に密着した公園管理を推進する

ため、環境大臣は公園管理団体を指定することができます。現在は、国立公園

では２団体が指定されています。公園管理団体になっていない団体でも、公園

の管理運営に関わることを目的とする財団等が設立されており、重要な役割を

果たしています。 

また、個別の課題に対しては、地域住民、NPO 等の民間団体、研究者、行
政機関等が協力して対策を実施するために、協議会を設置する例が各地で見ら

れ、成果を上げています。これらの協議会の主題は、マイカー規制、景観保全、

希少種保護、登山道の管理、自然ふれあい活動など多様なものとなっています。 
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Ⅲ 国立・国定公園に関する課題 
 
Ⅱで述べた国立・国定公園の現状を踏まえると、以下のような指定及び管理

運営に関する課題が挙げられます。 
 
１．国立・国定公園の指定に関する課題 
（１）すぐれた自然の風景地の再評価 

昭和 46年に自然公園選定要領が改正され、審議会において候補地が選定さ
れましたが、それらの候補地は一部地域を除いて昭和 50年までに指定を終え
ました。50年までに、現在の 83国立・国定公園のうち 77公園が指定され、
その後概ね 30年が経過していますが、その間、自然環境、社会状況の大きな
変化があったにも関わらず、選定の考え方は変更されていません。また、この

間の自然環境に関する科学的知見の集積や国民の関心・要請の変化も考え併せ

ると、これまでの選定の考え方では十分評価されていないすぐれた自然の風景

地がありうると想定されることから、以下の視点を踏まえながら、新たな評価

の方法を明確にした上で、公園指定について検討する必要があります。 
［国土の生物多様性保全に果たす役割］ 
国際的に生物多様性保全が重要な課題となる中、新・生物多様性国家戦略

においては、国立・国定公園が、国土における生物多様性保全の屋台骨とし

ての役割をより積極的に担っていくこととされている点を十分踏まえる必

要があります。 

［すぐれた自然の風景地の自然体験、教化機能の今日的評価］ 
すぐれた自然の風景地の評価に当たっては、すばらしい風景探勝だけでな

く、国民への「教化」、つまり、五感を通じた自然体験や環境教育を通して

自然への畏敬を感じ、また、自然環境に関する知的充実を可能にする場所と

しての評価を行うことが重要です。 

 

（２）国立・国定公園の知名度の向上 

この 30年の間に、国立・国定公園の知名度が低下し、親しみやすさ、わか
りやすさがなくなっていることも課題の一つです。区域線・境界線や名称のわ

かりやすさを確保するとともに、市販される地図に表示を求めるなど、国民に

理解を得られるよう十分広報していくことが課題です。 
 
２．国立公園の管理運営に関する課題 
（１）目標（ビジョン）の明確化 
地域制自然公園では、非常に多岐にわたる主体が公園の管理運営に関わりま

すが、現在の公園計画や管理計画では、個々の国立公園の目指すべき目標（ビ

ジョン）を明確に示すことができていません。目標を明確にし、それを実現す

るための管理運営の基本的な考え方を明らかにし、各主体が共有することが必

要です。 
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（２）地域の新たな管理運営体制の構築 
社会状況の変化により、規制的管理だけでなく、自然再生や里地里山の保全

など、より能動的な管理が必要な時代になっていますが、それに対応する管理

運営体制とはなっていません。現状を把握して計画を立てて実行していく、と

いう統合的なマネジメントが重要です。また、規制的管理についてもよりメリ

ハリの利いたものとする必要があります。 

 

（３）合意形成の仕組みづくり 
地域制自然公園制度は、多くの関係者の協働によって管理運営が行われるこ

とが前提ですが、関係者の合意形成や情報交換の場が十分に設けられていると

は言えません。計画策定や事業実施などのそれぞれの段階において、関係者が

参加する仕組みが必要です。 

 

（４）適切な情報提供の推進等 
国立公園への理解を得るための広報が十分とは言えず、利用者に必要な情報

を十分に提供できているとは言えません。利用者が減少傾向にある中で、国立

公園が必ずしも地域に歓迎される存在となっていない場合があります。国立公

園としての資源を十分活かした地域振興や適切な利用の推進の観点からの施

策が必要です。 

 

（５）科学的データ整備の推進 

 国立公園の管理運営を行うための自然環境情報等が十分整備されていると

は言えません。目標（ビジョン）を明確にし、多くの関係者の協働による管理

運営を進めていく上で基礎となる科学的情報の蓄積は不可欠です。 

 

 
Ⅳ 国立・国定公園が目指すべき姿 
 
 国立・国定公園は、我が国のすばらしい自然の風景地を守り、次世代に伝え

ていくものです。また、公園での体験を通じて国民の豊かな心を育てます。さ

らに、国立・国定公園は、国土の保全上の観点、また、文化的観点からも国の

基盤をなすものと言えます。 

 これらの使命を今以上に果たしていくために、国土全般を評価し直して国

立・国定公園を適切に配置した上で、国民全体で守り利用していく仕組みを構

築しなければいけません。また、世界に誇りうる自然の風景地を、国際的にも

PRするとともに、その保全の仕組みについては諸外国の模範となることを目指
すべきです。 

Ⅲに挙げた課題も踏まえ、具体的な指定及び管理運営の方向性をⅤ及びⅥに

提言としてまとめました。 
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Ⅴ 国立・国定公園の指定に関する提言 
 
１． 国立・国定公園の指定に当たっての基本的認識 
（１） すぐれた自然の風景地としての国立・国定公園 
国立・国定公園は、すぐれた自然の風景地という観点から指定を行ってきた

ことにより、多様性に富む大面積の自然環境が守られてきました。また、保護

だけでなく利用の増進が目的となっていることにより、地域社会等の広い理解

を得て（むしろ地域の側から指定の要望を受けて）、広大な区域を指定するこ

とができました。土地所有の有無にかかわらず指定できる地域制自然公園制度

を導入してきたことも広大な地域を指定できた大きな理由です。 

このような国立・国定公園の制度的特性を最大限発揮させ、すぐれた自然の

風景と生物多様性の関係を整理することによって、新・生物多様性国家戦略で

求められているとおり、可能な限り生物多様性豊かな地域を含めていくことが

必要です。 

 

（２） 他の保護地域制度との連携による保全の強化 
国立・国定公園制度は、傑出性、代表性等をもとに、選択的に区域を限定し

て保全を図る制度です。他の保護地域制度等と分担・連携して国土の生物多様

性保全を図っていく観点が重要です。 

 

（３） 「風致」、「景観」の意味 
自然公園法においては、すぐれた自然の風景地のうち特に保全すべきとされ

ている「風致」、「景観」の用語は、一般よりも広い意味で捉えています。「風

致」は、人の五感に対して美的感興を与える自然物ないしは自然現象及びこれ

らを含む自然環境ないしはこれらが醸し出す美的雰囲気を指し、必ずしも可視

的なもの、永続的なものに限らず、清浄な大気、野鳥の鳴き声等も風致の構成

要素と考えています。「景観」は、「風致」のうち特異なものであり、公園要素

の精髄ともいえるものです。 

一方、広辞苑などで見るように、「風致」は「自然界のおもむき、あじわい」、

「景観」は「風景外観、けしき、ながめ、またその美しさ」など、一般には自

然公園法における意味よりも狭義に理解されています。国立、国定公園の果た

す広範な役割についての理解を広げるために、環境省は、自然公園法における

「風致」、「景観」の意味を明示し、PRしていくことが重要です。 
本提言では、従来自然公園法で扱ってきた広義の意味で、「風致」、「景観」

を扱い、両方を合わせて『景観』と表記することとします。 

 

なお、景観の評価には、受け手である「人の感じ方」の評価が重要であるこ

とに留意する必要があります。また、景観の構成要素には、生物多様性の構成

要素を含んでいることから、景観を維持するためにも、生物多様性を保全して

いくことが必要です。 
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２． 国立・国定公園の指定の見直しの方向 
（１） 「すぐれた自然の風景地」の評価の多様化への対応 

「すぐれた自然の風景地」の概念は、視覚的な「ながめ」の範疇を越えて

もともと幅広い自然環境を包含しうるものであり、時代に応じて高く評価さ

れる自然の風景は多様化してきています。 

例えば近年では、様々な野生動植物が生息・生育し、その雰囲気が感じら

れるなどの生物多様性の豊かな地域については、そのことをもってすぐれた

自然の風景地として評価され得るものです。これまで、植生や野生動植物に

ついては、それ自体が傑出したものであっても十分な評価がされていなかっ

た場合もあるため、これらについては改めて適切な評価を行うことが必要で

す。また、我が国は有数の森林国、海洋国であり、その傑出した自然の風景

地である国立・国定公園は世界に誇りうるものであることを考えると、国際

的な視点からの評価も重要です。 

さらに、周遊型観光が主流であった時代から、より自然の中に入っていく

形態の観光へのニーズも高まっており、新たな公園利用のニーズに合った指

定のあり方を検討する必要があります。具体的にはエコツーリズムが盛んに

行われているような場所の価値が高まっていると言えます。 

なお、法目的にすぐれた自然の風景地の保護と利用の増進を図り、もって

「保健」、「休養」、「教化」に資するとされていることからも明らかなように、

国立・国定公園の自然風景は、公園利用者の心に「美しさ」、「心地よさ」と

いった美的感興をはじめ、他では得られない印象をその自然風景を通じて与

える存在です。その観点から、社会的ニーズの変化を把握・予測する必要が

あります。 

 以上を踏まえ、具体的には、以下のような対象について「すぐれた自然の

風景地」としての評価を進めていく必要があります。 

 

［照葉樹林］ 

照葉樹林を保全の主眼とする国立・国定公園の指定地域は、これまであま

りありませんが、国民の関心の高い希少種が生息するなど自然体験やエコツ

ーリズムに適した自然性の高い照葉樹林の地域は、すぐれた自然の風景地と

して評価すべきと考えます。また、我が国の照葉樹林は、アジアの中でも特

異な景観を示しています。特に、鹿児島県の奄美群島や沖縄県のやんばる地

域の照葉樹林などは、国立公園の指定も視野に入れた、より詳細な評価を行

う必要があります。 

［里地里山］ 

人為的に管理されてきた里地里山は、山岳地等の原始的な景観核心地域に

連なるような地域については既に国立・国定公園に含まれていますが、近年

では、昔はどこにでもあった里地里山そのものの風景が、その希少性から来

る懐かしさや、生物多様性の高さが認識されたこと等により、すぐれた自然



 

12 

の風景地としても社会的関心が高まりつつあります。里地里山については、

植生タイプ等を考慮しつつ、風景や生物相の典型性・希少性、自然体験など

の適性を評価し、すぐれた風景地を抽出すべきと考えます。 

［海域］ 

海域についても国立・国定公園の陸域のバッファーゾーンではなく、干潟

や藻場、サンゴ礁等特有な景観に対する関心の高まりにより、眺望的風景と

しての海面のみならず、海域そのものに対する風景の評価が高まっています。

例えば、南西諸島のサンゴ礁海域などについて、国立・国定公園としての評

価を進めることが必要です。 

［特徴的な湿地］ 

 湿地については、湖沼、湿原、河川など様々な環境タイプが含まれ、代表

的風景地は既に国立・国定公園に指定されていますが、相対的に広がりの小

さい、湧水地群やため池群、清流と一体となった自然地域などであって特徴

的な湿地についても、すぐれた自然の風景地に包含しうるものとして評価を

進めることが適当です。 

［特徴的な地形・地質、自然現象］ 

 国立・国定公園の指定に当たり、大地形は根本的な判断要素とされていま

すが、近年では、規模は大きくないものの特徴的・典型的な地形や地質、自

然現象地などについても基礎情報が集約されてきており、これらに関しても

すぐれた風景地に包含しうるものを抽出するなど、評価を高めていくことが

適当です。 

 
（２） 国民の利用の視点に立った国立・国定公園の指定 
公園指定の見直しに当たっては、国立・国定公園の存在の意義、多面的な役

割を国民にわかりやすく発信していく視点が重要です。 

公園には様々な要素が含まれており、公園ごとの役割・機能も多様であるこ

とから、公園のタイプによっていくつかに分類し、公園の特色を明確に示すこ

とも検討に値します（例：原生自然型、人文景観型等）。その際、国際的な保

護地域の分類である IUCNカテゴリーも参考になると考えます。 
また、国民になじみの深い公園となるよう、わかりやすい公園区域、わかり

やすい名称等について検討が必要です。その際、雲仙天草国立公園、富士箱根

伊豆国立公園のように、複数の異なる特色を有する地域が一つの公園として指

定されている場合には、公園としてのわかりやすさ、管理運営の一体性を確保

する観点から、その区域の妥当性を検討し、見直していくことが重要です。 

 
（３） 国立公園と国定公園の役割の明確化 
 国立公園は、「我が国を代表するに足りる傑出した自然の風景地」であるこ

とから、代表性、傑出性の評価が必要であり、大多数の国民が認める程度に厳

選することが求められます。 

 一方、国定公園は、「国立公園に準ずる優れた自然の風景地」であり、これ



 

13 

までの指定の経緯からみても「準ずる」の意味は幅広く、その特徴は多様です。

「国立公園に準ずる優れた自然の風景地」という法的な定義を補足する形で、

国定公園制度の役割を明確に示す必要があります。 

これまでに指定された国定公園を分類すると、自然性の極めて高い風景地と

大都市の周辺に位置して利用性を重視する風景地の２つのタイプがあります

が、それに加えて、地域によって希少性が高まり、評価が高まってきた自然の

風景地を積極的に保全する役割を国定公園が担うことも検討に値します。例え

ば、都市近郊の里地里山の風景は、希少性が高まっているのみならず、野外レ

クリエーション利用の適地としての可能性も高く、また、都市住民の協力等に

より維持管理の人手が確保できる可能性もあることから、一定の基準を設けて

国定公園として保全していくことも考えられます。 

 
３． 国立・国定公園の指定の見直しの進め方 
 ２．の考え方に基づいて、今後、国立・国定公園の見直しを進めていくこと

が必要です。その際、新たに指定を検討すべき地域を選定するのみならず、既

指定地域の見直しも必要です。既指定地域については、指定や公園区域の妥当

性、公園としてのまとまりの妥当性、国立・国定公園の適格性等を明らかにす

ることが必要です。また、各公園の特筆すべき景観要素を明確にすることによ

り、公園の位置づけ、保全・利用対象が明確になり、管理運営の質の向上にも

つながると考えられます。 

 
（１） 指定の見直しの基本的考え方 
 国立・国定公園の指定の見直しを行う際には、評価すべき景観要素（地形・

地質、植生、野生動植物、自然現象、文化景観等）を明らかにし、それぞれに

ついて評価方法を明確にする必要があります。 

 それらの景観要素について評価を行った上で、国立・国定公園の選定の基準

に照らして判断し、見直しを行います。国立公園と国定公園の選定の基準につ

いては、自然公園選定要領における基準にもいくつかの課題があるので、その

見直しも視野に入れた検討が必要です。 

 
（２） 景観の再評価について 
すぐれた自然の風景地として評価を行うべき景観要素を抽出し、それぞれの

要素について評価方法を定めます。景観の評価に当たっては、人の五感に与え

る影響（美的雰囲気等）があることが前提です。 

 

 景観要素の評価は、「その場の評価」と、「受け手である人の感じ方に現れる

要素の評価」とに分けられ、それらの要素の総合的な評価によって、国立・国

定公園それぞれへの適性を判断する必要があります。 

 

 なお、景観要素は、それぞれの公園を特徴づけるものであり、細分化しすぎ
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ることは適当ではありません。また、「生物多様性」の構成要素（種、生態系

等）と景観要素は基本的に重複するものであり、景観要素としての評価のうち

「その場の評価」を適切に行うことで、生物多様性の観点からの評価も概ね行

うことができると考えます。 

 
併せて、景観要素については、風景評価の多様化に対応して、普遍的な評価

に加えて、現在の自然及び社会状況に合わせた評価を行います。例えば、植生

や野生動植物については、制度発足当初は、地形を基本とした評価がなされて

いたことから、それ自体が傑出したものであっても十分な評価がされていなか

った場合もある上、現在では希少性が増しているものもあると考えられること

から、これらについては十分に評価を行うことが必要です。 

逆に、既指定地域においても、自然及び社会状況の変化により、景観価値が

減少している場合もあると考えられるので、その特定についても検討する必要

があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（３） その他 
① 配置（生態系ネットワークへの貢献） 
国立公園については、傑出性等により厳選し、全国的な配置を考慮せず指

定し、国定公園については、利用性等により配置を考慮してきました。生物

多様性国家戦略において、十分な規模の保護地域を核としながら、生息・生

育空間のつながりや適切な配置が確保された生態系ネットワーク形成が必

要であるとされており、国立・国定公園は重要な役割を担っていますが、国

定公園の全国配置を検討する際には、生態系ネットワークにおける役割を一

つの要素として評価することも検討に値します。なお、この場合長距離自然

景観要素の評価 

その場の評価 

 

・ 地形・地質 

・ 植生 

・ 野生動植物 

・ 自然現象 

・ 文化景観   等 

人の感じ方に現れる 

要素の評価 

・ 美しさ、雄大性等の視覚的

な評価 

・ 懐かしさ、心地よさ、知的

好奇心が満たされる等の

心情的な評価    等 

国立・国定公園の基準（規模や配置等） 

国立・国定公園の見直し・指定 
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歩道と連携することも考えられます。 

 
② 公園区域について 
 公園区域は、それぞれの公園において評価された景観要素が十分保全され、

かつ主要な利用拠点が含まれる区域とする必要があります。 

 普通地域についても、特別地域のバッファーとしての役割だけでなく、地

形の改変や大規模工作物の設置をコントロール可能な有効な風景の保護手

段と位置づけ、必要な区域を指定することも重要です。 

 
③ 土地、産業等についての留意事項 
 土地が私有地であっても、土地所有者が公園指定に理解を示している場合

には、積極的に公園区域に含めていくことが適当です。必要に応じて、土地

所有者との間で、風景地保護協定を締結することも検討に値します。 

また、農業、林業、牧畜等の産業が景観保全に寄与している場合には、産

業従事者や地域住民等が、当該産業による景観保全の意義を理解し、協力し

て管理することに意欲的である場合には、積極的に公園区域に含めていくこ

とが適当です。 

 
④ 管理運営との関係 
 以上に示したような国立・国定公園の指定の見直しは、管理運営の手法と

密接に関係があります。例えば、公園を特徴づける景観要素を保全する手法

として現在の地種区分や規制内容が適当かどうか、また、他の産業が景観保

全に寄与していることを前提に公園区域に含める場合、その産業と連携して

景観保全を図る手法は何があるか等も検討する必要があります。 

 管理運営を円滑に進めるためにも、国立・国定公園の指定の過程における

関係者の参画・意見聴取を行うことも重要です。 

 
４． 今後の進め方 
今後、国立・国定公園の全国的な指定の見直し・再配置を進めるためには、

その検討に必要な自然環境、社会状況等の調査がまず必要です。この調査の進

捗に応じて段階的に指定に関する見直し評価を行い、指定について明確な判断

が得られた地域については、全国的な見直し評価作業と並行して、個別地域の

具体的な指定作業を行うことが適当です。 
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Ⅵ 国立公園の管理運営に関する提言 
 
１．地域制国立公園の管理運営のあり方 
我が国の国立公園は地域制の自然公園であり、より能動的な管理運営が求め

られるようになった現在においては、今後更に多くの関係者の協力なしに充実

した公園の管理運営は望めません。そのため、多くの関係者の協働による管理

運営体制の再構築を行う必要があります。また、利用者あっての国立公園であ

り、利用者が訪れ、国立公園としての適切なサービスを享受してこそ国立公園

が地域にとって重要な存在であり得ることを十分意識して、地域振興にも配慮

した適切な利用の推進を図るべきです。 

このような考え方に基づいて、以下に掲げる項目の観点から具体的な考え方

及び方向性をとりまとめます。 

○ 公園の提供するサービスの明確化 

○ 多様な主体の参画による計画策定と管理運営 

○ 評価システムと順応的な管理運営 

○ 利用の推進と地域振興 

○ 周辺地域との連携 

○ 国民・住民に対する説明責任 

○ 環境省の体制 

 
（１）公園の提供するサービスの明確化 
ここでは、「国立公園が有する自然などの恵み」と「その恩恵を受ける者」

の関係を、「国立公園の自然資源をもとにして提供されるサービス（以下、サ

ービスという）」と「受益者」という関係で考えてみます。管理運営の役割に

ついては、提供されるサービスと受益の関係を考慮して、関係者間で分担して

いくことが重要です。また、公園の提供するサービスは、将来世代にわたるも

のである点にも留意する必要があります。 

なお、各公園は、それぞれ特徴が異なり、提供するサービスも多様です。そ

れぞれの提供するサービスを明確にした上で、当該サービスを提供するために

必要な管理運営の目標を設定する必要があります。 

ここでのサービスという言葉は、公園の果たす役割、公園の機能とも言い換

えることができます。 

① 利用者が受益者であるサービス 
国立公園において、すぐれた自然の風景地を保護し、利用施設の整備等を

行うことにより、利用者に観光、自然体験や環境教育等の場を提供するとと

もに、豊かな生活の基盤を提供します。 

なお、近年では、外国人利用者数も増加傾向にあることにも留意する必要

があります。 

② 国民全体（将来世代含む）が受益者であるサービス 

公園内の景観や生物多様性を保全することにより、それらを将来にわたり、
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国民が持続的に利用する機会を提供しています。 

③ 地域社会が受益者であるサービス 
地域社会に対しては、すぐれた自然の風景地を活用した地域振興の機会を

提供するとともに、地域の生活環境の保全の効果をもたらします。更に、文

化の源泉として地域アイデンティティを形成し、地域の誇りをもたらす存在

となり得ます。 

併せて、その公園内及びその周辺に対する水源地機能や気候調節機能など

を有しています。 

 
（２）多様な主体の参画による計画策定と管理運営 
① 多様な主体の参画の必要性 
 前述のとおり、地域制自然公園制度は、国、地方公共団体、地域住民、民

間企業、NGO等、土地所有者、利用者等多様な主体が役割分担によって管理
運営を行うことが求められる制度です。 

従来環境省が行ってきた公園の管理運営は、規制的手法が中心でしたが、

それでは十分対応できない課題が多くなっています。二次的自然の維持や鳥

獣等による生態系影響への対応、利用拠点の景観形成など、より能動的な管

理運営が求められるようになった近年では、国、地方公共団体、地域住民、

民間企業、NGO等の公園の管理運営の役割を担う関係者が、円滑に協働でき
る体制を整えることが必要です。 

② 計画策定と管理運営のシステム 
 管理運営を協働で行うためには、関係者間の共通認識が基礎となります。

このためには、公園が提供すべきサービス（その公園が果たすべき役割）の

明確化、共通の目標（ビジョン）及び目標を達成するための行動計画の作成

が有効です。提供すべきサービスはほぼ恒久的なものですが、共通の目標及

び目標を達成するための行動計画の作成については、ある程度の期間で区切

った上で、評価、更新していくことが必要です。それぞれの期間は、公園や

地域ごとに設定していくことが適当ですが、当該期間中にはいくつかの道標

（マイルストーン）を示しながら実行に移していくことが期待されます。 

 それらの目標及び行動計画は、策定段階から関係者の参加を得ることが重

要であり、その策定や情報・意見交換のためには、協議会やワークショップ

の開催が有効です。その際には、利害関係者（ステークホルダー）と関心を

持っている団体（インタレスティンググループ）の関与の仕方はそれぞれ分

けて考えることも重要です。 

 また、公園の管理運営を直接の目的とはしないものの、重要な役割を担う

関係者（農林業や道路事業等）の参画を促すことが重要です。更に、環境保

全活動に関心を持つ企業や個人が増加していることから、このような企業・

個人が参画しやすい仕組みを整え、協働による公園の管理運営を進めていく

ことが、公園の質の向上の面でも、公園への関心を高める面でも有効だと考

えられます。資金や労力の受け入れを行い、有効に活用するための団体の育
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成も考慮に入れることが必要です。 

 なお、多様な主体の参画を得て協働で管理運営に当たることを考えれば、

より一層の情報公開と関係者間での情報共有が必要です。 

 

 ここで示した「公園が提供すべきサービス」、「共通の目標」や「目標を達

成するための行動計画」については、法に基づく「公園計画」や「管理計画」

への適切な反映を検討していくべき内容のものと、それらを補完達成するた

め関係者間で共有すべき内容とに区別して、整理を行っていくことが必要で

す。 

 また、「公園が提供すべきサービス」及び「共通の目標」については、国

立公園の指定理由、管理運営の基本方針に係るものとなると考えられること

から、環境省が関係者の意見を聴きつつ、主導的に設定すべきものである一

方、「目標を達成するための行動計画」については、幅広い関係者による活

動を含める形で、多様な主体と協働で策定することが適当です。 

 また、国土形成計画や広域地方計画における公園が果たす役割に留意する

ことも重要です。 

 

③ 各主体に求められる役割 
 ここでは、各主体に求められる役割を、「環境省が果たすべき役割」と「環

境省以外の関係者に求められる役割」に分けて記しました。なお、役割の比

重は、地域によって異なることに留意する必要があります。 

○ 環境省が果たすべき役割 
環境省（環境大臣）は、自然公園制度の中核的な役割を担うとともに、

国立公園の設定者として自ら国立公園を適正に保全し、利用の増進を図る

役割を担っています。特に、以下の役割を重点的に担う必要があります。 

a. 法律に基づく計画策定、行為規制等の事務を適切に執行し、すぐれた自
然風景地を維持する。 

b. 国立公園の景観や自然環境の状況について調査モニタリングを実施し、
その結果を公表する。 

c. 多様な主体の参画を促し、それらの合意形成によって管理運営に係る行
動計画等の策定を行い、公園の管理運営に必要な事業を分担整理する。

併せて、NPO 等の活動を促進するための支援を行う。また、企業等の
社会貢献活動が行いやすいよう積極的な広報、活動メニューの提供等の

条件整備に努める。 

d. 関係者と連携を図りながら、保護に関する事業を主導的に実施するとと
もに、適正な利用の推進の観点から、基幹的な利用施設の整備・維持管

理を行う。また、その他の施設についても、地方公共団体等と協力しな

がら適切な整備を推進する。 

e. 国立公園の意義や地域の価値に関する普及啓発、環境教育を行う。また、
利用者に対して、利用に有益な情報の提供や利用の際のルールなどにつ
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いての積極的な広報を行う。 

f. 地域と十分な対話を行うことにより、地域の事情を把握し、国立公園と
しての資源を活かした地域振興についても十分配慮した管理運営を行

う。 

 

○ 環境省以外の関係者に求められる役割 
環境省以外の主要な関係者に期待される主要な役割は以下のとおりです。 

a. 国（環境省以外の行政機関）は、森林、農地、流域の保全、利用に不可
欠な車道など、公園に関わりの深い施策を行っている場合が多いので、

公園計画との整合に配慮するのみならず、計画等の策定プロセスの段階

から積極的に参加することが望まれます。特に、国立公園内の広大な森

林を所管する林野庁とは、関係施策の立案・実施の際に、十分連携・協

力することが期待されます。また、国立公園は、環境教育、自然教育等

において重要な機能を有することから、文部科学省と連携していくこと

が重要です。 

b. 地方公共団体（都道府県及び市町村）は、地域の基本的な行政サービス
としての管理運営を担うとともに、観光振興を含む地域振興及び地域の

環境保全に責任を有する立場から、国立公園の管理運営に対しても一定

の役割を担います。特に、観光等の利用に関する施策は、公園利用施策

との関連が深いことから、環境省等との役割分担により必要な施策を実

施することが望まれます。 

c. 国立公園内で宿舎等を経営する民間事業者は、快適な利用環境を提供す
る役割を担うとともに、公園の景観資源等を活用して経済活動を行って

いることから、公園の管理運営に対しても一定の役割を担うことが期待

されます。 

d. 国立公園内の土地所有者、農林漁業者は、国立公園における土地の保全
や里地里山など二次的自然環境の景観や生物多様性保全の役割を担っ

ている場合があります。引き続きこのような役割を担っていくことが望

まれます。その際、国立公園内の農林漁業としてふさわしい手法で行わ

れることも重要です。 

e. 地域住民は、地方公共団体による地域の基盤的な管理運営を支える主体
として、公園管理と密接に関係があります。例えば、地域の美化清掃活

動や利用環境を提供する担い手となり得ます。国民共有の財産であり、

かつ、地域基盤でもある国立公園を引き継ぐ役割を担うことが期待され

ます。 

f. 公園利用者は、公園のサービスの最大の受益者であり、公園の主役でも
あります。マナーを守るのはもちろんのこと、自然の中での体験には危

険が伴うことも理解した上で公園を利用することが求められます。また、

必要に応じて施設等の維持管理コストを分担したり、さらには積極的に

管理運営に参加することも期待されます。 
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g. 自然環境の保全・利用を目的とする民間団体（NGO、NPO等）は、今
後、能動的管理の必要性が高まる中で、ますます公園の管理運営におい

て重要な役割を果たすことが期待されます。公園内で活動をする際には、

計画策定プロセス等に積極的に参加し、情報を相互に共有するよう努め

ることが重要です。 

h. 研究者は、国立公園の自然環境の現状把握や適正利用の推進に関し新た
な知見を導き出す役割を有しています。特に国立公園をフィールドとし

て研究を行う者は、国立公園、ひいては当該地域社会に対し、研究成果

を還元することが必要です。 

i. その他の国民、企業等は、直接的に国立公園からのサービスを受けない
場合もありますが、国立公園が国民共有の財産を次世代に引き継いでい

く役割を担っていることに留意し、国立公園への理解を深めるとともに、

可能な方法で国立公園の管理運営に参加することを期待します。特に、

社会貢献活動に積極的な企業には、傑出した日本の自然風景や生物多様

性保全の観点から、国立公園の管理運営に積極的に参画することが望ま

れます。 

 
④ 各主体の費用分担 
 国立公園の管理運営に要する財源や費用負担のあり方については、国立

公園が提供するサービス（受益）に対する対価の支払いという観点から全

般的に見直していくことが必要です。その見直しを進める中では、逆に対

価に見合うサービスを提供するという視点も重要です。具体的には、以下

の点について、それぞれ検討を進め、必要なものについては所要の制度設

計を行うことが必要です。 

a. 利用者から国立公園（公園施設）を利用する際の料金、または協力金等
を徴収し、公園の保全や施設の維持管理に充当すること 

b. 国が執行する国立公園事業について、地元の地方公共団体が特に受益を
受ける場合に、執行に要する費用の一部について負担金等として徴収す

ること 

c. 国又は地方公共団体が執行する国立公園事業について、地元企業等が著
しく受益を受ける場合に、執行に要する費用の一部について負担金等と

して徴収すること 

d. 国立公園の指定区域を抱える市町村に対する財政的支援を行うこと 
 

その場合、地方公共団体や、民間企業等の中には、既に国立公園の保全

や施設の維持管理について様々な費用負担を行っている場合があることを

踏まえ、地域の管理運営の費用の分担の評価を総合的に行う視点が不可欠

です。 

 また、土地所有者や農林漁業者の活動により、二次的自然環境の風景や

生物多様性が維持されている場合について、当該活動の継続に要する社会
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的な費用負担のあり方について検討を進め、所要の制度設計を行う必要が

あります。ただし、その際には、農林漁業者に、風景や生物多様性を維持

するための適当な手法を提案していくことも重要です。 

 最近では、ボランティア活動等により、自らの費用で管理運営に携わる

動きもあり、積極的な活用が望まれます。 

 
⑤ 公園管理の担い手（組織）の育成 
 前述のとおり、多様な主体の参画による行動計画等の策定と管理運営を

行っていく際に、協議会やワークショップを開催しながら関係者の意見を

とりまとめていくことが有効です。その事務局として、地域にその役割を

担うことのできる組織があることが望まれます。 

その地域の組織は、ボランティアや協力金の受け皿としての機能を有し、

場合によっては自ら事業実施機関となるような、透明性、専門性の高い組

織であることが期待されます。さらに、地域外の NPO、企業等と地域の管
理運営とのリエゾン（橋渡し）機能を発揮することも望まれます。 

なお、ワークショップ等におけるファシリテーターやコーディネーター

は、専門的な知識や経験を必要とすることから、その育成や外部からの招

聘などその確保策も重要です。 

 環境省は、このような管理運営の担い手となる組織を育成し、支援して

いくとともに、活動の方向付けを行うことが重要です。 

 
（３）科学的データ整備、評価システム及び順応的な管理運営 
国立公園の管理運営を行うための基盤として、科学的データの整備は不可欠

です。環境省自らの調査を充実させるとともに、関係行政機関がそれぞれ実施

する調査結果、また、研究者のみならず地域の専門家の協力も得てデータを集

積し、それらのデータを活用しやすい体制（プラットフォーム等）を整備する

ことが重要です。 

また、多様な主体による取組がやりっ放しにならず、一層の相乗効果を発揮

できるよう、その効果を検証できる仕組みが必要です。科学的なデータに基づ

く管理水準のみならず、顧客満足度等の社会的な要素に基づく水準設定を行っ

た上で評価を行い、評価結果により行動計画等の修正や指定区域の見直し等を

行うことが適当です。 

このような管理運営を行うための体制として、各公園に科学的な助言を行う

委員会等を設立することも重要です。 

 
（４）利用の推進と地域振興 
国立公園の本来的な使命は、適正な利用を増進し、質の高い自然体験の機会

を提供していくことにあります。利用者あってこそ国立公園としての存在意義

があり、地域振興にとっても適正な利用の増進が重要であることを意識した管

理運営を行うことが重要です。 
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また、保健、休養のための温泉資源等を活用した利用推進や、近年盛んにな

っているエコツーリズムについても推進していくことが重要です。 

質の高い自然体験に不可欠な公園事業施設については、国立公園が提供する

サービスを支える重要な役割を担うものであることから、公園事業の各事業者

において適切な整備を推進し、良好な管理を確保することが重要です。その中

で、特に環境省は、三位一体改革の結果、その基幹的な部分を担うこととなっ

たことから、各公園事業者をリードできるような、良質の施設の整備と維持管

理を通じた、これまで以上にきめ細かいサービスを提供する役割が期待されて

います。このため、必要となる直轄施設の管理の新たな仕組みの検討も重要で

す。 

二次的自然環境の維持が国立公園の景観の維持に不可欠な場合は、関係機関

と連携しつつ、これらの維持を担う農林漁業が健全に継続出来るような施策に

も取り組んでいくことが重要です。特に、農林水産省が推進している環境保全

型農業やグリーンツーリズムとは関わりが深いことから、連携を強化すること

が必要です。 

また、地域振興の観点からは、利用拠点において良好な街並み整備を必要と

します。また、農村集落、放牧地等が形成する文化的な景観の保全も重要です。

関係機関との連携による保全や整備が必要であるとともに、地域ルールの策定

を推進するなど、地域の自主的な取組を促進することが重要です。 

 
（５）周辺地域との連携 
公園の目標や行動計画を策定する際には、公園の保護や利用の増進の観点か

ら、周辺地域も巻き込んだ検討が必要です。協議会等の場を設定する際には、

必要に応じて周辺地域の関係主体や周辺の保護地域の管理者に対して参加を

促すことが重要です。 

また、公園は、生態系ネットワークの形成において重要な役割が期待されて

おり、全国的な生物多様性保全の観点からの管理運営を行うことが求められて

います。 
 

（６）国民・住民に対する説明責任 
環境省は、国立公園の置かれている現状と課題、施策の実施計画、実施し

た施策の成果等について、国民や住民に対する説明責任を有しています。 

これらの情報提供は、国民の国立公園に対する関心を高め、地域住民の理

解を得る上で不可欠の事項であることから、例えば、公園毎に年次報告書等

を作成し、国民・住民に公表するなどの方法により情報公開を推進すること

が重要です。 

 
（７）環境省の体制整備 

（１）～（６）に示したように、公園ごとの独自性を高めた形での管理運

営を進めるためには、環境省もそれに対応して現地体制を強化していくこと
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が必要です。特に、公園内の課題が多様化、専門化していることに対応した

様々な専門家の育成についても検討が必要です。 

現地組織の権限の強化、自然保護官の増員や研修プログラムの充実等によ

る人材育成を図り、現地組織及び個々の自然保護官が、全国的見地も持ちつ

つ、今以上に地域の多様な主体との協働体制構築の中心的役割を果たし、地

域独自の管理運営推進の旗振り役となる体制の整備が重要です。 

 
２．今後の進め方 
１．で示した管理運営のあり方は、運用面での改善だけでなく、法律をはじ

めとする制度の改正等、様々な手段を活用し、多くの関係者の協力を得て、具

現化していくことを期待します。 

ただし、全国立公園において一斉にこのような管理運営を推進する体制を整

備することは困難と考えられるので、適切な地域を選んで環境省が主導的に協

議会を設けるなどのモデル事例をつくり、段階的に全国の国立公園の管理運営

に反映させていくことが適当であると考えます。 
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Ⅶ 提言をまとめるにあたって 
 
 以上、国立・国定公園の指定及び管理運営のあり方について、それぞれ提言

をまとめました。今後、団塊の世代の余暇時間の増加、健康ブーム等によって、

国立・国定公園へのニーズはますます高まっていくと考えられます。今、国立・

国定公園の指定や管理運営体制の見直しを行うことは、時機を得たものである

と考えます。これからの着実な見直しの推進を期待します。 

 

 また、検討会では、提言としてまとめた内容以外にも様々な意見が出ました

ので、ここに付記します。 

自然公園法については、第３条の国等の責務として生物多様性の確保が明記

されていますが、第１条の目的を表す条文の中に「生物多様性」を含めるべき

であるという意見があり、その必要性の検証も含めて今後さらに検討されるこ

とを期待します。 

また、提言では、主に管理運営のシステムについての提言としてまとめたた

め、個別の課題についての記載はしていませんが、特に、野生動物の保護管理

については公園の管理運営の重要なテーマであり、近年、公園内においても生

態系被害が顕在化していることから、都道府県や市町村と連携してより一層の

対策が必要であることをここに強調しておきます。 

提言全体に関係するものとして、提言を実効性あるものにするため予算の大

幅な増額が必要であるとの意見もありました。 

 

 なお、我が国の自然環境保全において、国立・国定公園は大きな役割を果た

していますが、国土の生物多様性保全においては、各種保護地域制度が有効に

機能することが重要です。現在改定作業が行われている生物多様性国家戦略の

検討過程において、十分に議論されることを期待します。 
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公園指定における風景評価の変化・多様化（図１） 

大正4（1915）

大正10年　内務省の国立公園候補地調査開始

昭和元(1926)

昭和６年　国立公園ノ選定ニ関スル方針　それぞれの風景型式(主として地形)のNo1が国立公園

昭和9年　瀬戸内海、雲仙、霧島、大雪山、阿寒、日光、中部山岳、阿蘇
昭和10(1935)

昭和11年　十和田、富士箱根、吉野熊野、大山

   昭和17年　国民の運動、鍛錬、厚生の場としての国立公園候補地選定
     　　　　　道南、三国山脈、奥秩父、琵琶湖など

昭和20(1945)
     昭和21年　伊勢志摩国立公園指定

　　　昭和24年　法改正により「準ずる地域」を追加
昭和24～25年　支笏洞爺、上信越高原、秩父多摩、磐梯朝日国立公園指定

　　昭和27年　自然公園選定要領  地形を重視した風景型式区分

              19カ所の国立・国定候補地中15カ所が海の公園
昭和30(1955)

　　　昭和32年　自然公園法施行
昭和33～34年　三河湾、金剛生駒、南房総、水郷国定公園指定

昭和35年　国民休暇村構想発表
昭和39年　南アルプス、知床国立公園指定

昭和40(1965)
昭和43年　小笠原復帰

昭和42～45年　高尾、愛知高原、天竜奥三河、等の国定公園指定

     昭和45年　海中公園制度創設
  昭和46年　環境庁発足 自然公園選定要領改正　景観要素に野生動物等追加
    昭和47年　西表、小笠原、足摺宇和海、利尻礼文サロベツ国立公園指定

       昭和47年 自然環境保全法制定
    　昭和48～50年　越後三山只見、奄美群島国定公園指定

昭和50(1975)

     　昭和56～57年　日高山脈襟裳、早池峰、九州中央山地国定公園指定

昭和60(1985)

  昭和62年　釧路湿原国立公園指定

平成元(1989)
  平成2年　暑寒別天売焼尻国定公園指定

平成5年　種の保存法制定

平成10(1998)

  平成14年　自然公園法改正（責務に生物多様性保全を追加）

平成16年　景観法制定

平成18(2006)
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国立・国定公園の指定面積（表１） 

陸域 
内訳

種別 公園数 公園面積 特別地域 普通地域
（陸域）

面積 比率 面積 比率 面積 比率
(ha) (％) (ha) (％) (ha) (％) (ha) (％)

国立公園 28 2,065,167 5.46 273,821 13.3 1,471,889 71.3 593,278 28.7
国定公園 55 1,344,453 3.56 66,493 4.9 1,251,218 93.1 93,235 6.9
合計 83 3,409,620 9.02 340,314 18.2 2,723,107 164.3 686,513 35.7
　＊国土面積は、37,790,697ha（平成16年　全国都道府県市区町村別面積調　国土地理院）

特別保護地区
国土面積に対
する比率

 
海域 

内訳
種別 公園数 公園面積 海中公園地区 普通地域

（海域）
面積 比率 面積 比率

(ha) (％) (ha) (％) (ha) (％)
国立公園 28 1,267,910 2.95 1,410 0.11 1,266,500 99.89
国定公園 55 443,085 1.03 1,385 0.31 441,700 99.69
合計 83 1,710,995 3.98 2,795 0.16 1,708,200 99.84
 　＊海域の面積は、自然環境情報ＧＩＳ等を用いて試算した参考値である。
　 ＊領海面積は４３万k㎡として計算

国土面積に対
する比率

 

国立公園の指定状況（表２）              
 （平成１８年３月３１日時点）                   

国立公園名 指定年月日
面　　積（ha）
（陸域のみ）

関　　係
都道府県

利尻礼文サロベツ 1974(昭49). 9.20 24,166 北海道

知床 1964(昭39). 6. 1 38,633 北海道

阿寒 1934(昭 9).12. 4 90,481 北海道

釧路湿原 1987(昭62). 7.31 26,861 北海道

大雪山 1934(昭 9).12. 4 226,764 北海道

支笏洞爺 1949(昭24). 5.16 99,473 北海道

十和田八幡平 1936(昭11). 2. 1 85,551 青森、岩手、秋田

陸中海岸 1955(昭30). 5. 2 12,212 岩手、宮城

磐梯朝日 1950(昭25). 9. 5 186,404 山形、福島、新潟

日光 1934(昭 9).12. 4 140,021 福島、栃木、群馬、新潟

上信越高原 1949(昭24). 9. 7 189,062 群馬、新潟、長野

秩父多摩甲斐 1950(昭25). 7.10 126,259 埼玉、東京、山梨、長野

小笠原 1972(昭47).10.16 6,099 東京

富士箱根伊豆 1936(昭11). 2. 1 121,714 東京、神奈川、山梨、静岡

中部山岳 1934(昭 9).12. 4 174,323 新潟、富山、長野、岐阜

白山 1962(昭37).11.12 47,700 富山、石川、福井、岐阜

南アルプス 1964(昭39). 6. 1 35,752 山梨、長野、静岡

伊勢志摩 1946(昭21).11.20 55,544 三重

吉野熊野 1936(昭11). 2. 1 59,793 三重、奈良、和歌山

山陰海岸 1963(昭38). 7.15 8,784 京都、兵庫、鳥取

瀬戸内海 1934(昭 9). 3.16 66,934
大阪、兵庫、和歌山、岡山
広島、山口、徳島、香川
愛媛、福岡、大分

大山隠岐 1936(昭11). 2. 1 35,053 鳥取、島根、岡山

足摺宇和海 1972(昭47).11.10 11,345 愛媛、高知

西海 1955(昭30). 3.16 24,646 長崎

雲仙天草 1934(昭 9). 3.16 28,279 長崎、熊本、鹿児島

阿蘇くじゅう 1934(昭 9).12. 4 72,678 熊本、大分

霧島屋久 1934(昭 9). 3.16 57,078 宮崎、鹿児島

西表 1972(昭47). 5.15 13,547 沖縄

2,065,156合　　　　　計
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国定公園の指定状況（表３） 
（平成１８年３月３１日時点）   

国定公園名 指定年月日
面　　積（ha）
（陸域のみ）

関　　係
都道府県

暑寒別天売焼尻 1990(平 2). 8. 1 43,559 北海道
網走 1958(昭33). 7. 1 37,261 北海道
ニセコ積丹小樽海岸 1963(昭38). 7.24 19,009 北海道
日高山脈襟裳 1981(昭56).10. 1 103,447 北海道
大沼 1958(昭33). 7. 1 9,083 北海道
下北半島 1968(昭43). 7.22 18,728 青森
津軽 1975(昭50). 3.31 25,966 青森
早池峰 1982(昭57). 6.10 5,463 岩手
栗駒 1968(昭43). 7.22 77,122 岩手、宮城、秋田、山形
南三陸金華山 1979(昭54). 3.30 13,902 宮城
蔵王 1963(昭38). 8. 8 39,635 宮城、山形
男鹿 1973(昭48). 5.15 8,156 秋田
鳥海 1963(昭38). 7.24 28,373 秋田、山形
越後三山只見 1973(昭48). 5.15 86,129 福島、新潟
水郷筑波 1959(昭34). 3. 3 34,956 茨城、千葉
妙義荒船佐久高原 1969(昭44). 4.10 13,123 群馬、長野
南房総 1958(昭33). 8. 1 5,690 千葉
明治の森高尾 1967(昭42).12.11 777 東京
丹沢大山 1965(昭40). 3.25 27,572 神奈川
佐渡弥彦米山 1950(昭25). 7.27 29,464 新潟
能登半島 1968(昭43). 5. 1 9,672 富山、石川
越前加賀海岸 1968(昭43). 5. 1 9,246 石川、福井
若狭湾 1955(昭30). 6. 1 21,182 福井、京都
八ケ岳中信高原 1964(昭39). 6. 1 39,857 山梨、長野
天竜奥三河 1969(昭44). 1.10 25,723 長野、静岡、愛知
揖斐関ケ原養老 1970(昭45).12.28 20,219 岐阜
飛騨木曽川 1964(昭39). 3. 3 18,075 岐阜、愛知
愛知高原 1970(昭45).12.28 21,705 愛知
三河湾 1958(昭33). 4.10 9,457 愛知
鈴鹿 1968(昭43). 7.22 29,821 三重、滋賀
室生赤目青山 1970(昭45).12.28 26,308 三重、奈良
琵琶湖 1950(昭25). 7.24 97,601 滋賀、京都
明治の森箕面 1967(昭42).12.11 963 大阪
金剛生駒紀泉 1958(昭33). 4.10 23,119 大阪、奈良、和歌山
氷ノ山後山那岐山 1969(昭44). 4.10 48,803 兵庫、鳥取、岡山
大和青垣 1970(昭45).12.28 5,742 奈良
高野龍神 1967(昭42). 3.23 19,198 奈良、和歌山
比婆道後帝釈 1963(昭38). 7.24 8,416 鳥取、島根、広島
西中国山地 1969(昭44). 1.10 28,553 島根、広島、山口
北長門海岸 1955(昭30).11. 1 12,384 山口
秋吉台 1955(昭30).11. 1 4,502 山口
剣山 1964(昭39). 3. 3 20,961 徳島、高知
室戸阿南海岸 1964(昭39). 6. 1 6,230 徳島、高知
石鎚 1955(昭30).11. 1 10,683 愛媛、高知
北九州 1972(昭47).10.16 8,107 福岡
玄海 1956(昭31). 6. 1 10,158 福岡、佐賀、長崎
耶馬日田英彦山 1950(昭25). 7.29 85,024 福岡、熊本、大分
壱岐対馬 1968(昭43). 7.22 11,946 長崎
九州中央山地 1982(昭57). 5.15 27,096 熊本、宮崎
日豊海岸 1974(昭49). 2.15 8,518 大分、宮崎
祖母傾 1965(昭40). 3.25 22,000 大分、宮崎
日南海岸 1955(昭30). 6. 1 4,542 宮崎、鹿児島
奄美群島 1974(昭49). 2.15 7,861 鹿児島
沖縄海岸 1972(昭47). 5.15 10,286 沖縄
沖縄戦跡 1972(昭47). 5.15 3,127 沖縄

1,344,500合    計  
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国立・国定公園指定面積の推移（図２） 
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他の保護地域制度における指定状況との比較（表４） 

 

（平成18年3月31日）

制度 根拠法 目的 種別 指定箇所 指定面積

(ha) (％)

国立公園 28 2,065,167 5.46

国定公園 55 1,344,453 3.56

都道府県立自然公園 309 1,959,143 5.18

国指定鳥獣保護区 66 538,150 1.42

都道府県指定鳥獣保護区 3846 3,142,035 8.31

生息地等保護区 種の保存法
国内希少野生動植物種の生息
地等の保護による種の保存

生息地等保護区 9 885 0.00

原生自然環境保全地域 5 5,631 0.01

自然環境保全地域 10 21,593 0.06

都道府県立自然環境保全地 536 76,341 0.20

　＊国土面積は、37,790,697ha（平成16年　全国都道府県市区町村別面積調　国土地理院）

鳥獣保護区 鳥獣保護法
鳥獣の保護のために重要と認
める区域の保護による鳥獣の
保護

自然環境保全地域等 自然環境保全法
自然環境を保全することが特に
必要な区域の保全

国土面積
に対する比

自然公園 自然公園法
優れた自然の風景地の保護と
利用の増進
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国立・国定公園別の植生自然度（図３） 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

国定公園合計

国立公園合計
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雲仙天草

阿蘇くじゅう

西海

山陰海岸

伊勢志摩

瀬戸内海

大山隠岐

富士箱根伊豆

吉野熊野

秩父多摩

陸中海岸

足摺宇和海

霧島屋久

日光

上信越高原

阿寒

利尻礼文サロべツ

磐梯朝日

支笏洞爺

西表

小笠原

十和田八幡平

白山

大雪山

南アルプス

釧路湿原

中部山岳

知床

自然度10・9(自然植生） 自然度8・7（二次林） 自然度6（植林地）

自然度5・4（二次草原） 自然度3・2（農耕地） 自然度1（市街地など）

（国立公園）

 

   

植生自然度：植生に対する人為の影響の度合いにより、日本の植生を 10 の類型に区分したもの。

（区分基準）10：高山ハイデ、風衝草原、自然草原等、自然植生のうち単層の植物社会を形成する地区  

9：エゾマツ－トドマツ群集、ブナ群集等、自然植生のうち多層の植物社会を形成する地区  

8：ブナ・ミズナラ再生林、シイ・カシ萌芽林等、代償植生であっても、特に自然植生に近い地区  

7：クリ－ミズナラ群落、クヌギ－コナラ群落等、一般には二次林と呼ばれる代償植生地区  

6：常緑針葉樹、落葉針葉樹、常緑広葉樹等の植林地  5：ササ群落、ススキ群落等の背丈の高い草原    

4：シバ群落等の背丈の低い草原  3：果樹園、桑園、茶畑、苗圃等の樹園地  

2：畑地、水田等の耕作地、緑の多い住宅地  1：市街地、造成地等の植生のほとんど存在しない地区 



 6

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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国立公園合計

全国合計

明治の森箕面

大和青垣

秋吉台

揖斐関ケ原養老

金剛生駒

妙義荒船佐久高原

愛知高原

耶馬日田英彦山

飛騨木曾川

比婆道後帝釈

天竜奥三河

三河湾

北九州

男鹿

能登半鳥

越前加賀海岸

室生赤目青山

高野龍神

玄海

佐渡弥彦米山

水郷筑波

琵琶湖

西中国山地

若狭湾

氷ノ山後山那岐山

壱岐対馬
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丹沢大山

日南海岸

南房総

北長門海岸

沖縄戦跡

南三陸金華山

剣山

明治の森高尾

室戸阿南海岸

八ケ岳中信高原

日豊海岸

石鎚
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津軽

祖母傾

蔵王

九州中央山地

早池峰

下北半島

網走

沖縄海岸

大沼

栗駒

奄美群島

越後三山只見

ニセコ積丹小樽海岸

暑寒別天売焼尻

日高山脈襟裳

（国定公園）
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保護地域による藻場のカバー率

52.99%
47.01% 保護地域

保護地域以外

保護地域によるサンゴ礁のカバー率

58.12%

41.88% 保護地域

保護地域以外

保護地域の内訳

25.48%

16.28%

0.10%

0.16%
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自然環境保全地域

生息地等保護区

国指定鳥獣保護区

保護地域による藻場のカバー率と内訳（図４） 

 

保護地域の内訳
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保護地域によるサンゴ礁のカバー率と内訳（図５） 
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自然公園法と環境省所管の法制度との関係性（表５） 

法令名（制定年） 目　　的 地域指定の種別 自然公園との重複 自然公園行政との関係

自然環境保全法
(昭和４７年）

自然環境を保全することが特に必要
な区域等の自然環境の適正な保全を
総合的に推進することにより、広く国
民が自然環境の恵沢を 享受するとと
もに、将来の国民にこれを継承できる
ようにし、もって現在及び将来の国民
の健康で文化的な生活の確保に寄
与すること

（国指定）
○原生自然環境保全地域
　・立入制限地区
○自然環境保全地域
　・特別地区
　・野生動植物保護地区
　・海中特別地区
　・普通地区
（都道府県指定）
○都道府県自然環境保全地域

重複しない

　利用を前提とする自然公園制度とは相容れな
いため、地域指定にあたって自然公園区域から
除外した事例がいくつかある。原生自然環境保
全地域については、立入制限地区を設定するこ
とができるが、自然公園法においても立入を制限
する地区を設定することができるようになったた
め、自然公園法との差異は少なくなっている。
　なお、同法を根拠に実施している自然環境保全
基礎調査の結果は、自然公園の保護管理に活
用しているところ。

鳥獣の保護及び狩猟の
適正化に関する法律
（大正７年、
　　　平成14年全部改正）

鳥獣の保護及び狩猟の適正化を図
り、もって生物の多様性の確保、生活
環境の保全及び農林水産業の健全
な発展に資すること

（国指定）
○国指定鳥獣保護区
　・特別保護地区
　・特別保護指定区域
（都道府県指定）
○都道府県指定鳥獣保護区

重複することがある

　国指定鳥獣保護区66地区のうち、19地区は国
立公園区域と重複している。自然公園法では動
物の捕獲を規制しているのは特別保護地区と特
別地域（特別地域内においては、環境大臣が指
定する動物のみ捕獲規制される）であり、鳥獣保
護区を併せて指定することにより、自然公園の自
然環境全般の保護効果を上げている。
　なお、鳥獣保護法に基づき動物個体、卵等の
捕獲許可を受けた場合は自然公園法の許可を
不要とし、手続きを簡素化している。

絶滅のおそれのある野生
動植物の種の保存に関す
る法律
（平成4年）

絶滅のおそれのある野生動植物の
種の保存を図ることにより良好な自
然環境を保全し、もって現在及び将
来の国民の健康で文化的な生活の
確保に寄与すること

○生息地等保護区
　・管理地区
　・監視地区

重複することがある

　生息地等保護区９地区のうち１地区（北岳キタ
ダケソウ生育地保護区、南アルプスＮＰ）が国立
公園区域と重複している状況で、直接の関わり
は少ない。
　国内希少野生動植物種62種のうち、約半数は
国立・国定公園を生息・生育地としている。

特定外来生物による生態
系等に係る被害の防止に
関する法律
（平成16年）

特定外来生物の飼養、栽培、保管又
は運搬、輸入その他の取扱いを規制
するとともに、国等による特定外来生
物の防除等の措置を講ずることによ
り、特定外来生物による生態系等に
係る被害を防止し、もって生物の多
様性の確保、人の生命及び身体の保
護並びに農林水産業の健全な発展
に寄与することを通じて、国民生活の
安定向上に資すること

－ －

基本方針には国立公園内で防除を推進すること
とされている。平成18年度の施行令改正で特別
保護地区内での動植物の放出等が規制されて
いる。

自然再生推進法
（平成13年）

自然再生についての基本理念を定
め、及び実施者等の責務を明らかに
するとともに、自然再生基本方針の
策定その他の自然再生を推進するた
めに必要な事項を定めることにより、
自然再生に関する施策を総合的に推
進し、もって生物の多様性の確保を
通じて自然と共生する社会の実現を
図り、あわせて地球環境の保全に寄
与すること

（自然再生事業実施計画にお
いて、事業の対象区域を明示）

重複することがある

　自然再生推進法に基づく自然再生事業が国立
公園内にて行われる場合には、自然公園法に規
定する公園事業のうち自然再生施設事業として
位置づけることとしており、積極的な連携を図る。

温泉法
（昭和23年）

温泉を保護しその利用の適正を図
り、公共の福祉の増進に寄与するこ
と

○国民保養温泉地 重複することがある
　全国９１箇所の国民保養温泉地のうち３４箇所
が国立公園内、１３箇所が国定公園内に位置し
ている。

景観法
（平成16年）

我が国の都市、農山漁村等における
良好な景観の形成を促進するため、
景観計画の策定その他の施策を総
合的に講ずることにより、美しく風格
のある国土の形成、潤いのある豊か
な生活環境の創造及び個性的で活
力ある地域社会の実現を図り、もって
国民生活の向上並びに国民経済及
び地域社会の健全な発展に寄与する
こと

○景観計画区域
・景観農業振興地域整備計画
区域

重複することがある

国立・国定公園内において景観行政団体が景観
計画を定める場合は国立公園等管理者（国立公
園においては環境大臣、国定公園においては都
道県知事）に協議する旨の規定がある。
　景観計画に定められる規制のうち、国立・国定
公園の公園計画と適合する適切な内容のものに
ついては自然公園法の許可基準として適用す
る。また、自然公園等事業（公共のみ）のうち必
要なものに関しては、その整備方針を景観計画
に明記し、公園管理者として連携・協力を図る。
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自然公園法と環境省以外の省庁所管の法制度との関係性（表６） 

法令名 目　　的 地域指定の種別 自然公園との重複 自然公園行政との関係

国土利用計画法

国土利用計画の策定に関
し必要な事項について定め
るとともに、土地利用基本
計画の作成、土地取引の
規制に関する措置その他
土地利用を調整するため
の措置を講ずることにより、
国土形成計画法による措
置と相まつて、総合的かつ
計画的な国土の利用を図
ることを目的とする

○土地利用基本計画で定める区
域
・都市計画地域
・農業地域
・森林地域
・自然公園地域
・自然保全地域

国立・国定公園は自然
公園地域に該当する
が自然保全地域以外
の他の地域区分とも
重複する

　土地利用基本計画における五地域
区分の重複する地域の土地利用の調
整指導方針に基づき、調整を図ってい
く必要がある。

森林法
（昭和26年）

森林計画、保安林その他
の森林に関する基本的事
項を定めて、森林の保続培
養と森林生産力の増進とを
図り、もつて国土の保全と
国民経済の発展とに資する
ことを目的とする

○国有林及び民有林（国有林以
外の森林）に分類
○特に指定する地域は次の２種
・保安林（水源涵養、土砂流出防
備等、17種別）
・保安施設地区

大半の面積が重複

　国立・国定公園区域のうち、約８割
が森林であり、森林法に基づく全国森
林計画に沿った整備・保全と自然公園
制度との整合を図っていく必要があ
る。
　国立・国定公園の森林のうち、約
54％が保安林に指定され（特別保護
地区では約71%）、約58％が国有林で
ある（特別保護地区では約78%）（デー
タはH13.4月現在）。
　森林の適切な保全は、自然公園法・
森林法ともに法目的に沿った方向で
あるが、施業方法によっては、景観保
護上、好ましくない場合が発生するこ
とが想定されるため、調整が必要であ
る。

文化財保護法
（昭和25年）

文化財を保存し、且つ、そ
の活用を図り、もつて国民
の文化的向上に資するとと
もに、世界文化の進歩に貢
献することを目的とする。

○記念物
・史跡、名勝、天然記念物
・特別史跡、特別名勝、特別天然
記念物
○文化的景観
・重要文化的景観

重複することがある

　特に天然記念物については、指定
対象及び規制内容が自然公園におけ
るそれらと類似したものとなるため、国
指定の天然記念物の指定と国立・国
定公園の指定に関しては、重複する
場合に環境省と文部科学省との間で
協議することとなっている。

水産資源保護法

水産資源の保護培養を図
り、且つ、その効果を将来
にわたつて維持することに
より、漁業の発展に寄与す
ることを目的とする。

○保護水面 重複することがある

　国立・国定公園内では海域も保護担
保されており、海中公園地区では環境
大臣が指定する動植物の捕獲等も制
限されるため、保護水面や水産動植
物の採捕等と調整を図っていく必要が
ある。

海岸法

津波、高潮、波浪その他海
水又は地盤の変動による
被害から海岸を防護すると
ともに、海岸環境の整備と
保全及び公衆の海岸の適
正な利用を図り、もつて国
土の保全に資することを目
的とする。

○海岸保全区域 重複することがある

　国立・国定公園内には自然海岸を多
く含むため、海岸保全区域における突
堤、護岸、離岸堤等の海岸保全施設
の設置については、災害又は浸食を
受けているか受けるおそれがあるか
等からみた防災の役割等と調整を
図っていく必要がある。

都市計画法
（昭和43年）

都市計画の内容及びその
決定手続、都市計画制限、
都市計画事業その他都市
計画に関し必要な事項を定
めることにより、都市の健
全な発展と秩序ある整備を
図り、もつて国土の均衡あ
る発展と公共の福祉の増
進に寄与することを目的と
する。

○都市計画区域
・市街化区域
・市街化調整区域

重複することがある

　原則として、自然公園区域と目的が
相反する区域であるが、両者の指定
に関しては、都市計画に基づく市街化
区域と自然公園法に基づく特別地域
が原則として重複しないよう措置され
ている以外には、特に定めはない。
　なお、都市計画区域であっても市街
化調整区域は、厳しく開発を規制して
いる区域であり、当該地の自然景観
保護にも資する場合がある。
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公園利用者数の推移（図６） 
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国立公園内行為許可件数の推移（図７） 
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国立公園内事業申請処理件数の推移（図８） 
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国立公園管理に関する環境省予算額（非公共）の推移（図９） 
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自然公園等事業費（国立公園関係分）の推移（図１０） 
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自然保護官数の推移（図１１） 
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